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災害直後の公衆栄養問題に対する地域内自衛システムの検討

丸谷 宣子

　阪神・淡路大震災直後の数日間，被災地域では公衆栄養的問題について援助の空白期間があった。しか

し，今後の災害時に備えて，この問題に対応する具体的システムはまだ提言されていない。近隣生活圏とい

う，ごく日常的な地域内において住民自立型の自衛システムが必要と考えられるので，その地域の学校給食

システムを活用する方向性に着目し，場所，物，人の具体的要件について検討した。その結果は以下のよう

であった。(l)場所的要件としては，地域の公立学校の給食調理施設ないしは学校給食センターが利用可能で

ある。(2)物資的要件として，学校給食付設の食糧貯蔵庫を拡充，整備すれば，非常用食糧の流通型備蓄を確

保する事が可能である。(3)人的要件として，学校栄養士は校区在住の在宅栄養士とのチームワークを中心

に，非常時に協力できる地域住民とのネットワークの育成，非常時兼用調理設備の保守管理，非常用備蓄食

糧の衛生管理にも当たるなどの諸点が可能である。以上のことから，災害直後の自衛的公衆栄養対策システ

ムとして，近隣生活圏の学校給食システムに属する場所，者，人の要素は，災害直後数日の地域の公衆栄養

対策諸要件を充足していることがわかった。これらの要素はさらに総合してシステム化とマニュアル化が必

要であることも示された。
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